
2億6,812万円個　人
町民税

4,352万円法　人
4億1,520万円固定資産税
3,703万円軽自動車税
5,627万円町たばこ税
277万円入湯税

8億2,291万円合　計

収入額税　目

79億8,728万円入ってきたお金（歳入）

70億8,535万円使ったお金（歳出）

9億193万円差し引き額

1億2,207万円
平成26年度に繰越して
使うお金

7億7,986万円実質収支

金　額項　目

町税の内訳 一般会計の財布

決
算

一
会
計
年
度
の
歳
入
歳
出
予
算
の
執
行
実

績
。

歳
入

会
計
年
度
に
お
け
る
全
て
の
収
入
。

歳
出

会
計
年
度
に
お
け
る
全
て
の
支
出
。

自
主
財
源

地
方
公
共
団
体
が
自
主
的
に
収
入
で
き
る

財
源
。地
方
税
、分
担
金
及
び
負
担
金
、使

用
料
、手
数
料
、財
産
収
入
、寄
附
金
、繰

入
金
、繰
越
金
、諸
収
入
。

依
存
財
源

国
や
県
に
よ
り
定
め
ら
れ
た
額
を
交
付
さ

れ
た
り
、割
り
当
て
ら
れ
た
り
す
る
も
の
。

国
庫
支
出
金
、県
支
出
金
、地
方
交
付
税
、

地
方
譲
与
税
な
ど
。

基
金

特
定
の
目
的
の
た
め
に
、積
立
て
る
資
金

ま
た
は
財
産
。そ
の
目
的
に
よ
っ
て
、順
次

積
立
て
て
い
く
も
の
、定
額
を
運
用
し
て

い
く
も
の
な
ど
が
あ
る
。

起
債（
地
方
債
）

施
設
整
備
な
ど（
下
水
道
や
学
校
、道
路
な

ど
）の
た
め
に
年
度
を
越
え
て
長
期（
１
年

以
上
）に
借
り
入
れ
る
お
金
を「
起
債（
地

方
債
を
起
こ
す
こ
と
：
借
金
）」と
い
う
。

学
校
や
道
路
、施
設
な
ど
は
将
来
に
わ
た

り
継
続
し
て
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
の

で
今
の
世
代
と
次
の
世
代
の
税
金
で
建
設

費
用
を
返
済
と
い
う
形
で
分
担
し
て
も
ら

う
効
果
が
あ
り
ま
す
。家
計
に
た
と
え
る

と
、家
を
建
て
る
際
に
大
き
な
金
額
を一度

に
支
払
え
な
い
た
め
、場
合
に
よ
っ
て
は
子

ど
も
と
ニ
世
代
ロ
ー
ン
を
組
ん
で
長
期
に

返
済
す
る
行
為
と
い
え
ま
す
。

財
政
用
語
辞
典

特 集

町民一人当たりに換算 （平成27年3月31日現在　人口10,807人で計算）
町民一人に
使われたお金 655,626円 町民一人が

支払った町税 76,146円
基金（貯金）の状況 起債（借金）の状況
和水町の全会計の基金（貯金）の残高は７8億8,011万円となっています。
町民一人当たりに換算（平成２7年３月３１日現在　人口10,807人で計算）すると

和水町の全会計の起債（借金）の残高は94億1,063万円となっています。
町民一人当たりに換算（平成２7年３月３１日現在　人口10,807人で計算）すると

一人当たり≒ ８71，356円一人当たり≒ 729，639円

町の家計簿

10.3％30,908円給料
（住民税、固定資産税などの町税）

59.8％179,274円親からの仕送り
（地方交付税、国県支出金など）

4.5％13,629円その他の収入
（分担金、使用料、諸収入など）

12.5％37,437円借入金（町債）

100.0％300,000円収入合計

構成比金　額内　　訳

12.9％38,752円前月からの繰越し（繰越金）

収入

支出

13.5％40,410円食費など（人件費）

8.7％26,006円光熱水費、通信費（物件費）

12.2％36,716円家の新築や車の修理
（投資的経費、維持補修費）

10.6％31,685円介護・医療費（扶助費）

100.0％300,000円支出合計

構成比金　額内　　訳

24.1％72,380円家族への仕送り
（繰出金、補助費など）

8.9％26,765円保険など（積立金）

10.7％32,161円ローンの返済（公債費）

11.3％33,877円翌月への繰越し（繰越金）

平成26年度一般会計決算額を１ヵ月の
家計簿に例えると…（月収３０万円と仮定）

収入の３分の２を親からの仕送りに頼っており、給料は
わずか10.3%といった状況です。支出では食費、光熱
費、家族への仕送りは減少し、家の新築や車の修理、介
護・医療費は増加しました。

【
和
水
町
の
財
布
】

町
の
お
金
を
出
し
入
れ
す
る
た

め
に
、「
一
般
会
計
」、「
特
別
会
計
」

と
い
う
財
布
を
用
意
し
て
い
ま
す
。

通
常
出
し
入
れ
す
る
お
金
は「
一
般

会
計
」と
い
う
財
布
、そ
し
て「
特
別

会
計
」と
い
う
財
布
は
、特
定
の
事

業
の
た
め
に
使
う
お
金
を
出
し
入

れ
す
る
た
め
の
も
の
で
す
。「
特
別

会
計
」と
い
う
財
布
の
中
は
９
の
事

業
に
分
か
れ
て
い
て
、病
院
事
業
や

簡
易
水
道
事
業
な
ど
の「
公
営
企
業

会
計
」、国
民
健
康
保
険
事
業
や
介

護
保
険
事
業
な
ど
の「
公
営
企
業
会

計
以
外
の
特
別
会
計
」に
分
け
ら

れ
、そ
れ
ぞ
れ
の
目
的
以
外
に
は
使

わ
な
い
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

【
プ
ラ
ス
決
算
の
一
般
会
計
】

「
一
般
会
計
」の
財
布
か
ら
出
し

入
れ
し
た
お
金
に
つ
い
て
説
明
し
ま

し
ょ
う
。平
成
26
年
度
に
入
っ
て
き

た
お
金（
歳
入
）は
79
億
８
，７
２
８

万
円
、そ
こ
か
ら
使
っ
た
お
金（
歳

出
）は
70
億
８
，５
３
５
万
円
で
し

た
。差
し
引
き
９
億
１
９
３
万
円
、

そ
の
う
ち
平
成
27
年
度
へ
事
業
を

繰
り
越
し
て
使
う
お
金
１
億
２
，２

０
７
万
円
を
差
し
引
い
た
額
が
７

億
７
，９
８
６
万
円
と
な
り
、こ
れ
が

実
質
の
黒
字
額
で
す
。

【
歳
入
の
27・8
％
が
自
主
財
源
】

入
っ
て
く
る
お
金（
歳
入
）の
中
は

２
つ
の
財
源
で
成
り
立
っ
て
い
ま

す
。自
主
財
源
は
、町
が
自
主
的
に

収
入
で
き
る
財
源
の
こ
と
で
、町

税
、分
担
金
及
び
負
担
金
、使
用
料
、

手
数
料
、財
産
収
入
、寄
附
金
、繰
入

金
、繰
越
金
、諸
収
入
な
ど
で
す
。も

う
一
つ
の
依
存
財
源
は
、国
や
県
の

基
準
に
基
づ
き
交
付
さ
れ
た
り
、割

り
当
て
ら
れ
た
り
す
る
財
源
で
地

方
交
付
税
、地
方
譲
与
税
、国
庫
支

出
金
、県
支
出
金
、地
方
債
な
ど
で

す
。割
合
を
見
て
み
る
と
、自
主
財

源
が
27
・
8
％
、依
存
財
源
が
72
・

２
％
と
な
っ
て
お
り
、自
主
財
源
比

率
は
低
く
、国
、県
か
ら
の
依
存
財

源
に
頼
っ
て
い
る
状
況
で
す
。今
後

も
、町
税
の
徴
収
強
化
、定
住
促
進

や
企
業
誘
致
な
ど
の
取
組
み
に
よ

り
自
主
財
源
を
増
や
す
努
力
を
続

け
て
い
き
ま
す
。

町
で
は
、新
し
い
年
度
が
始
ま
る

前
に「
当
初
予
算
」を
組
み
ま
す
。目

的
ご
と
に
細
か
く
決
め
ら
れ
た
当

初
予
算
に
よ
っ
て
、そ
の
年
度
の
支

　
　
　
　
　
―
平
成
26
年
度
各
会
計
決
算
か
ら
見
る
町
の
財
政
事
情
―

決
算
報
告

依存財源
72.2％

自主財源
27.8％

出
が
行
わ
れ
ま
す
。平
成
26
年
度
の

一
般
会
計
の
歳
出
、町
が
使
っ
た
お

金
は
70
億
８
，５
３
５
万
円
で
、最
も

多
い
の
が
総
務
費
、次
に
民
生
費
、

公
債
費
、教
育
費
の
順
と
な
っ
て
い

ま
す
。こ
の
額
を
人
口
で
割
る
と
、

町
民
一
人
当
た
り
に
使
わ
れ
た
お

金
は
約
66
万
円
と
な
り
ま
す
。

平
成
26
年
度
の
町
の
決
算
が
９
月
町
議
会
で
承
認
さ
れ
ま
し
た
。

平
成
26
年
度
に
町
に
ど
の
く
ら
い
お
金
が
入
っ
た
の
か
、ま
た
、町
は
ど
の
く
ら
い
お
金
を
使
っ
た
の
か
報
告
し
ま
す
。

※

四
捨
五
入
の
関
係
上
、
合
計
数
値
が
合
わ
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

自主財源と依存財源の割合

歳出決算額は前年度と比べて１．３％の増です。総務費、民生費、公債費が増加
となりました。

歳入決算額は前年度と比べて０．５％の減です。これは三加和区域に
おける学校建設に伴う国庫補助金が減額したためです。

歳 出 歳 入70億8,535万円 79億8,728万円
地方譲与税
6,664万円（0.8%）
利子割交付金
124万円（0.0%）
配当割交付金
449万円（0.1%）
株式等譲渡所得割交付金
448万円（0.1%）
地方消費税交付金
1億2,389万円（1.6%）
ゴルフ場利用税交付金
1,201万円（0.2%）
自動車取得税交付金
595万円（0.1%）
地方特例交付金
218万円（0.0%）
交通安全対策特別交付金
155万円（0.0%）

分担金及び負担金
5,318万円（0.7%）
使用料及び手数料
5,489万円（0.7%）
財産収入
1,095万円（0.1%）
寄付金
331万円（0.0%）
繰入金
1億9,549万円（2.4%）
繰越金
10億3,176万円（12.9%）
諸収入
4,504万円（0.6%）

依
存
財
源
比
率
72
．２
％

自
主
財
源
比
率

27
．８
％

一般会計の歳入から歳出を
差し引いた額は９億１９３万
円。この額から平成27年度
に繰越して使う金額を引い
た実質収支額は７億７，９８６
万円となります。

災害復旧費
1,391万円（0.2％）

消防費
2億2,156万円（3.1％）

商工費
1億1,261万円（1.6％）

農林水産業費
3億5,634万円（5.0％）

議会費
9,561万円（1.3％）

町税
8億2,291万円（10.3％）

公債費
8億5,625万円（12.1％）

教育費
7億4,399万円（10.5％）

土木費
7億1,302万円（10.1％）

衛生費
6億136万円（8.5％）

民生費
16億2,099万円（22.9％）

総務費
17億4,972万円（24.7％）

地方交付税
35億6万円（43.8％）

町債
9億9,673万円（12.5％）

県支出金
4億7,995万円（6.0％）

国庫支出金
5億7,061万円（7.1％）
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2億6,812万円個　人
町民税

4,352万円法　人
4億1,520万円固定資産税
3,703万円軽自動車税
5,627万円町たばこ税
277万円入湯税

8億2,291万円合　計

収入額税　目

79億8,728万円入ってきたお金（歳入）

70億8,535万円使ったお金（歳出）

9億193万円差し引き額

1億2,207万円
平成26年度に繰越して
使うお金

7億7,986万円実質収支

金　額項　目

町税の内訳 一般会計の財布

決
算

一
会
計
年
度
の
歳
入
歳
出
予
算
の
執
行
実

績
。

歳
入

会
計
年
度
に
お
け
る
全
て
の
収
入
。

歳
出

会
計
年
度
に
お
け
る
全
て
の
支
出
。

自
主
財
源

地
方
公
共
団
体
が
自
主
的
に
収
入
で
き
る

財
源
。地
方
税
、分
担
金
及
び
負
担
金
、使

用
料
、手
数
料
、財
産
収
入
、寄
附
金
、繰

入
金
、繰
越
金
、諸
収
入
。

依
存
財
源

国
や
県
に
よ
り
定
め
ら
れ
た
額
を
交
付
さ

れ
た
り
、割
り
当
て
ら
れ
た
り
す
る
も
の
。

国
庫
支
出
金
、県
支
出
金
、地
方
交
付
税
、

地
方
譲
与
税
な
ど
。

基
金

特
定
の
目
的
の
た
め
に
、積
立
て
る
資
金

ま
た
は
財
産
。そ
の
目
的
に
よ
っ
て
、順
次

積
立
て
て
い
く
も
の
、定
額
を
運
用
し
て

い
く
も
の
な
ど
が
あ
る
。

起
債（
地
方
債
）

施
設
整
備
な
ど（
下
水
道
や
学
校
、道
路
な

ど
）の
た
め
に
年
度
を
越
え
て
長
期（
１
年

以
上
）に
借
り
入
れ
る
お
金
を「
起
債（
地

方
債
を
起
こ
す
こ
と
：
借
金
）」と
い
う
。

学
校
や
道
路
、施
設
な
ど
は
将
来
に
わ
た

り
継
続
し
て
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
の

で
今
の
世
代
と
次
の
世
代
の
税
金
で
建
設

費
用
を
返
済
と
い
う
形
で
分
担
し
て
も
ら

う
効
果
が
あ
り
ま
す
。家
計
に
た
と
え
る

と
、家
を
建
て
る
際
に
大
き
な
金
額
を一度

に
支
払
え
な
い
た
め
、場
合
に
よ
っ
て
は
子

ど
も
と
ニ
世
代
ロ
ー
ン
を
組
ん
で
長
期
に

返
済
す
る
行
為
と
い
え
ま
す
。

財
政
用
語
辞
典

特 集

町民一人当たりに換算 （平成27年3月31日現在　人口10,807人で計算）
町民一人に
使われたお金 655,626円 町民一人が

支払った町税 76,146円
基金（貯金）の状況 起債（借金）の状況
和水町の全会計の基金（貯金）の残高は７8億8,011万円となっています。
町民一人当たりに換算（平成２7年３月３１日現在　人口10,807人で計算）すると

和水町の全会計の起債（借金）の残高は94億1,063万円となっています。
町民一人当たりに換算（平成２7年３月３１日現在　人口10,807人で計算）すると

一人当たり≒ ８71，356円一人当たり≒ 729，639円

町の家計簿

10.3％30,908円給料
（住民税、固定資産税などの町税）

59.8％179,274円親からの仕送り
（地方交付税、国県支出金など）

4.5％13,629円その他の収入
（分担金、使用料、諸収入など）

12.5％37,437円借入金（町債）

100.0％300,000円収入合計

構成比金　額内　　訳

12.9％38,752円前月からの繰越し（繰越金）

収入

支出

13.5％40,410円食費など（人件費）

8.7％26,006円光熱水費、通信費（物件費）

12.2％36,716円家の新築や車の修理
（投資的経費、維持補修費）

10.6％31,685円介護・医療費（扶助費）

100.0％300,000円支出合計

構成比金　額内　　訳

24.1％72,380円家族への仕送り
（繰出金、補助費など）

8.9％26,765円保険など（積立金）

10.7％32,161円ローンの返済（公債費）

11.3％33,877円翌月への繰越し（繰越金）

平成26年度一般会計決算額を１ヵ月の
家計簿に例えると…（月収３０万円と仮定）

収入の３分の２を親からの仕送りに頼っており、給料は
わずか10.3%といった状況です。支出では食費、光熱
費、家族への仕送りは減少し、家の新築や車の修理、介
護・医療費は増加しました。

【
和
水
町
の
財
布
】

町
の
お
金
を
出
し
入
れ
す
る
た

め
に
、「
一
般
会
計
」、「
特
別
会
計
」

と
い
う
財
布
を
用
意
し
て
い
ま
す
。

通
常
出
し
入
れ
す
る
お
金
は「
一
般

会
計
」と
い
う
財
布
、そ
し
て「
特
別

会
計
」と
い
う
財
布
は
、特
定
の
事

業
の
た
め
に
使
う
お
金
を
出
し
入

れ
す
る
た
め
の
も
の
で
す
。「
特
別

会
計
」と
い
う
財
布
の
中
は
９
の
事

業
に
分
か
れ
て
い
て
、病
院
事
業
や

簡
易
水
道
事
業
な
ど
の「
公
営
企
業

会
計
」、国
民
健
康
保
険
事
業
や
介

護
保
険
事
業
な
ど
の「
公
営
企
業
会

計
以
外
の
特
別
会
計
」に
分
け
ら

れ
、そ
れ
ぞ
れ
の
目
的
以
外
に
は
使

わ
な
い
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

【
プ
ラ
ス
決
算
の
一
般
会
計
】

「
一
般
会
計
」の
財
布
か
ら
出
し

入
れ
し
た
お
金
に
つ
い
て
説
明
し
ま

し
ょ
う
。平
成
26
年
度
に
入
っ
て
き

た
お
金（
歳
入
）は
79
億
８
，７
２
８

万
円
、そ
こ
か
ら
使
っ
た
お
金（
歳

出
）は
70
億
８
，５
３
５
万
円
で
し

た
。差
し
引
き
９
億
１
９
３
万
円
、

そ
の
う
ち
平
成
27
年
度
へ
事
業
を

繰
り
越
し
て
使
う
お
金
１
億
２
，２

０
７
万
円
を
差
し
引
い
た
額
が
７

億
７
，９
８
６
万
円
と
な
り
、こ
れ
が

実
質
の
黒
字
額
で
す
。

【
歳
入
の
27・8
％
が
自
主
財
源
】

入
っ
て
く
る
お
金（
歳
入
）の
中
は

２
つ
の
財
源
で
成
り
立
っ
て
い
ま

す
。自
主
財
源
は
、町
が
自
主
的
に

収
入
で
き
る
財
源
の
こ
と
で
、町

税
、分
担
金
及
び
負
担
金
、使
用
料
、

手
数
料
、財
産
収
入
、寄
附
金
、繰
入

金
、繰
越
金
、諸
収
入
な
ど
で
す
。も

う
一
つ
の
依
存
財
源
は
、国
や
県
の

基
準
に
基
づ
き
交
付
さ
れ
た
り
、割

り
当
て
ら
れ
た
り
す
る
財
源
で
地

方
交
付
税
、地
方
譲
与
税
、国
庫
支

出
金
、県
支
出
金
、地
方
債
な
ど
で

す
。割
合
を
見
て
み
る
と
、自
主
財

源
が
27
・
8
％
、依
存
財
源
が
72
・

２
％
と
な
っ
て
お
り
、自
主
財
源
比

率
は
低
く
、国
、県
か
ら
の
依
存
財

源
に
頼
っ
て
い
る
状
況
で
す
。今
後

も
、町
税
の
徴
収
強
化
、定
住
促
進

や
企
業
誘
致
な
ど
の
取
組
み
に
よ

り
自
主
財
源
を
増
や
す
努
力
を
続

け
て
い
き
ま
す
。

町
で
は
、新
し
い
年
度
が
始
ま
る

前
に「
当
初
予
算
」を
組
み
ま
す
。目

的
ご
と
に
細
か
く
決
め
ら
れ
た
当

初
予
算
に
よ
っ
て
、そ
の
年
度
の
支

　
　
　
　
　
―
平
成
26
年
度
各
会
計
決
算
か
ら
見
る
町
の
財
政
事
情
―

決
算
報
告

依存財源
72.2％

自主財源
27.8％

出
が
行
わ
れ
ま
す
。平
成
26
年
度
の

一
般
会
計
の
歳
出
、町
が
使
っ
た
お

金
は
70
億
８
，５
３
５
万
円
で
、最
も

多
い
の
が
総
務
費
、次
に
民
生
費
、

公
債
費
、教
育
費
の
順
と
な
っ
て
い

ま
す
。こ
の
額
を
人
口
で
割
る
と
、

町
民
一
人
当
た
り
に
使
わ
れ
た
お

金
は
約
66
万
円
と
な
り
ま
す
。

平
成
26
年
度
の
町
の
決
算
が
９
月
町
議
会
で
承
認
さ
れ
ま
し
た
。

平
成
26
年
度
に
町
に
ど
の
く
ら
い
お
金
が
入
っ
た
の
か
、ま
た
、町
は
ど
の
く
ら
い
お
金
を
使
っ
た
の
か
報
告
し
ま
す
。

※

四
捨
五
入
の
関
係
上
、
合
計
数
値
が
合
わ
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

自主財源と依存財源の割合

歳出決算額は前年度と比べて１．３％の増です。総務費、民生費、公債費が増加
となりました。

歳入決算額は前年度と比べて０．５％の減です。これは三加和区域に
おける学校建設に伴う国庫補助金が減額したためです。

歳 出 歳 入70億8,535万円 79億8,728万円
地方譲与税
6,664万円（0.8%）
利子割交付金
124万円（0.0%）
配当割交付金
449万円（0.1%）
株式等譲渡所得割交付金
448万円（0.1%）
地方消費税交付金
1億2,389万円（1.6%）
ゴルフ場利用税交付金
1,201万円（0.2%）
自動車取得税交付金
595万円（0.1%）
地方特例交付金
218万円（0.0%）
交通安全対策特別交付金
155万円（0.0%）

分担金及び負担金
5,318万円（0.7%）
使用料及び手数料
5,489万円（0.7%）
財産収入
1,095万円（0.1%）
寄付金
331万円（0.0%）
繰入金
1億9,549万円（2.4%）
繰越金
10億3,176万円（12.9%）
諸収入
4,504万円（0.6%）

依
存
財
源
比
率
72
．２
％

自
主
財
源
比
率

27
．８
％

一般会計の歳入から歳出を
差し引いた額は９億１９３万
円。この額から平成27年度
に繰越して使う金額を引い
た実質収支額は７億７，９８６
万円となります。

災害復旧費
1,391万円（0.2％）

消防費
2億2,156万円（3.1％）

商工費
1億1,261万円（1.6％）

農林水産業費
3億5,634万円（5.0％）

議会費
9,561万円（1.3％）

町税
8億2,291万円（10.3％）

公債費
8億5,625万円（12.1％）

教育費
7億4,399万円（10.5％）

土木費
7億1,302万円（10.1％）

衛生費
6億136万円（8.5％）

民生費
16億2,099万円（22.9％）

総務費
17億4,972万円（24.7％）

地方交付税
35億6万円（43.8％）

町債
9億9,673万円（12.5％）

県支出金
4億7,995万円（6.0％）

国庫支出金
5億7,061万円（7.1％）

3│広報なごみ│2015 October│ │広報なごみ│2015 October│2


